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特集／アジア・中東における「伝統」・環境・公共性
セッション 1：「伝統」、共同体、環境と公共性
タイ近代における公共用地資源保存政策
龍谷大学経済学部教授　　
北原　淳
１．地域資源の存在量と保護・保全主体
　地域の自然資源を保存するコモンズの役割に関しては論争がある。本報告は
東南アジアのタイにおける国家主導のコモンズ政策史をたどる。これを通じて、
とくに政策、運動を志向するコモンズ研究が、その比較研究の対象として、欧
米の歴史と現状の研究、アジアの現状の研究、等を参照するだけでなく、アジ
ア各地の歴史をも研究し、それをふまえてコモンズの多様性を認識し、時と場
所に適した議論を行う際の参考としたいと思う。
　近代のタイでは、チャオプラヤー・デルタを典型として、無主荒蕪地のフロ
ンティアの開拓によって新しい農地、村落が生まれたが、村落コミュニティの
結合はルースであり、資源の共同体的利用も同様にルースだったとみられる。
国家は、20 世紀初頭から、「公共用地」（ティー・サーターラナ・プラヨート
thi sathara pyayot）という概念を用いて、「公共用地」への個人の自由な立ち
入りや耕作を禁止する法令を規定し、施行し始めた。
　この「公共用地」という概念は、土地所有の点では、国家がその絶対的権力
を行使して、新しいフロンティア未墾地への人々の自由な接近と保有を制限す
るものだ、ともいえよう。しかし、環境保全の点からみると、人々のフロンティ
アへの自由で無秩序な前進をそのまま放置しておくと枯渇する恐れのあった土
地・資源を、国家自身が慎重に管理する努力の現われであった、という解釈も
可能であろう。少なくとも、この事例は、現状の地域資源の管理に関して、国
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家＝破壊者、住民共同体＝保全者といった対置をしがちな一部の環境研究の図
式に対して反省を迫る材料でもあろう。
　まず、本報告では、地域の資源管理の制度と主体は、資源の存在量によって
異なる、といういささか単純な仮説をたてたい。つまり、地域資源が豊富な段
階では、地域の住民やコミュニティは、その共同的な保全や保護に関心をもた
ず、無秩序で自由な利用を進めがちになるので、全国の資源を公共的に管理す
る国家の方がそれに関心をもつ。しかし、資源枯渇の段階になると、地域の住
民、コミュニティ自身が共同的管理を行うようになり、国家の役割は公共的制
度でこれを補完する点に限定されてきた。しかし、地域住民の兼業化と生活様
式変化とが進み、地域資源への依存度が低下した現段階では、公共的＝共同的
な地域資源管理には、多様な保全、保護の主体が必要であろう。
　以下では、1900⊖1930 年代を考察の対象として、国家が無主地の一部を「公
共用地 ｣、｢ 森林 ｣ に指定して保護し、その他のフロンティアを人民の利用と
保有に開放した政策過程を、当時の公文書類を史料に用いて、フォローしてみ
たい。
２．タイの「公共用地」指定策
　まず、土地政策は、必要な限りで、国土の一部を「公共用地」として囲い込
み、保全するが、むしろ、その他の広大なフロンティアである荒蕪地や森林に
は人々の自由な接近と耕地化を許すのが原則だった。その歴史的背景は、国土
の土地と資源は国王のものだという建前だが、実際は「無主地」であり、人民
の自由な保有、利用が認められる、という伝統である。国家が ｢公共用地 ｣を
国有地として登記するようになったのは、国家の権威主義的、抑圧的なトップ
ダウン的な権力行使だ、という批判もありえよう。しかし、土地資源が豊富な
当時は、｢ 無主地 ｣ の自由な利用の原則に親しんできた人々自身は、共同利用
的な土地資源の保全、保護には積極的な関心をもたなかった。むしろ、慣習的
共有地は、国有地に登記されることによって、コミュニティの慣習的な共同利
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用を保証したことになる。
　1900 年 1 月、農務大臣は、「公共用地」（thi satharana prayot）という概
念を用いて、このような土地を人民の自由な占拠・利用・保有地から除外しよ
うとした。数代後任の農務大臣は、1930 年前後にはデルタの共同利用地的な
公共用地の消滅を憂慮して、各地に調査を命じた。
　1901 年 9 月には、「地券交付地域および一時的占拠（チョーン）地域にお
ける登記変更に関する農務大臣令」を発し、「政府は、たとえ郡長が一時的占
拠証 Bai Yiap Yam を発行した土地であっても、のちに政府が何者にも与え
る意図がないと判明した土地、たとえば、家畜の放牧のためにあるいは租税
業務のために保全しておくべき土地は、これを（個人の一時的占拠地として
は）認可しない」（第 21 条）と規定した。1909 年の地券交付法（第 1 部）で
は、「政府は郡長が一時的占有証（bai iap yam）を発行した土地でも、のちに
政府が所有権（kammasit）を何者にも与える意図がないと判明した土地、た
とえば、国家が公的に使用する目的の土地、もしくは、人々が家畜放牧、薪
切、引水、鉱物掘削、往来陸水路、もしくは、公共利用（satharana prayot）、
等のために使用する土地は認可しない」（61 条）と規定した。1930 年制定の
民商法 1304 条は、これらの土地を「国家の公共財産」（satharana sombat 
khong phaendin）と規定して、それを、⑴無主地あるいは返還地、⑵人民
（phonlamuang）の共用地、⑶国家目的の土地、と 3 区分した。この民商法は、
国有地を細区分したが、「人民の共用地」は国家的インフラ所在地に限定し、トッ
プダウン的な国有地囲い込み政策への関心を示し、当初の「ローカル・コモン
ズ」への関心を後退させた。
３．タイの森林保護政策
　国家の森林保護政策は、土地政策とは裏腹の関係にある。人々のフロンティ
ア前進地がデルタや平地から台地・山地へと上がるにつれて、森林破壊と耕地
化をともなったからである。しかし、当初の森林保護法は、主として地上の経
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済林の保護管理政策であり、その地盤の土地の所有権に関する土地法とは齟齬
があった。しかし、チーク材以外の木材の利用と森林の耕地化が進むにつれて、
森林法は残存する森林を原則として国有地に指定して、この点で、土地法との
齟齬を解消して行った。
　1910 年代は、枯渇してきた経済的資源のチーク材の計画的な利用と管理の
制度の構築が森林政策の主関心だった。チーク材伐採業は、外国企業および旧
地方領主の権益が強く、「独立」と「統一」という国家的事業の一環でもあった。
1914 年の「1914 年森林保護法」は、チーク材以外の商品的木材もその保護管
理の対象に加えた。そして、1920 年代になると、農務大臣は、人民の生活用
の薪林資源の計画的利用、保護のために、森林を「公共用地」（thi satahrana 
prayot）に指定しようとした。こうした経緯は、地盤となる土地を国有地に指
定し、その所有権の設定を通じて、森林資源を計画的に利用、保存しようとす
る政策傾向を示す。
　森林保護の目的には、1936 年森林保護法までは、外国勢力に対して国土資
源を防衛する意図もあったが、1938 年森林統制・保全法からは森林の国内的
な保護統制が主目的となった。そして、森林資源の払い下げを認可された地盤
の土地については、その私有権は認めず、国有地とする政策原理が明確になっ
た。この 1938 年法によって、森林は無主荒蕪地の一種であるが、国家が強制
的な所有権と管理権をもつ「公共用地」である、と規定され、法体系上は、土
地法との矛盾が解決されることになった。ただし、伐採を認可され、払い下げ
られた森林資源の利用の規制はかなりルースであり、その地盤である土地の私
有地化、耕地化をも招いたケースも少なくない。
４．結論
　近代のタイ国家の土地政策には、土地と資源が豊富で、国家がオープン・ア
クセス地に対して所有権を与えた第 1 段階、そして、土地と資源が減少、枯渇し、
国家は人々のオープン・アクセスの無主荒蕪地を統制し管理する第 2 段階、と
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いう 2 段階が想定できるが、この第 1 段階から第 2 段階への移行は 1930 年こ
ろであろう。そして、第 3 段階ともいうべき現代は、一部のコミュニティでは、
人々が地域の公共的資源を生活用資源として自立的、自発的に保全することに
関心を持ち始めた。北タイのコミュニティ・フォレストの運動はその好例であ
り、1990 年代以降は国会の委員会でもコミュニティ・フォレスト法が起案され、
議論されてきた。
　国家は地域住民自身による公共の土地資源の自主的管理能力を必ずしも信頼
していないが、地方分権化政策が進行する中で、有能な地域リーダーも育成さ
れつつあり、地域の土地資源の自主的管理の担い手として期待される。しかし、
問題は、当の地域住民が、昔ほど生活や労働の面でコミュニティー・レベルの
土地資源に依存せず、その保全を必要としなくなったことである。彼らは地域
資源を不可欠の条件としていた農民から、兼業農民、労働者へと転じつつあり、
過疎地、中山間地では、資源保全を担うべき主体となる若年層も流出してしまっ
ている。こうした状況下では、複数の管理主体、つまり、自治体、国家、コミュ
ニティ・地域住民、NGO ／ NPO 関係者、助言団体・組織等々の提携、協力によっ
て、公共用地の保全を行うべき時代が到来した、といえよう。
 （きたはら・あつし）
